
市税等の徴収率の向上
　現年度の納期内納付を促進するとともに、過年度滞納額の縮減を図る。自主納付が見込め
ない場合は、速やかに財産調査を行い、適切に滞納処分を執行する。これらにより徴収率の向
上を図る。

ふるさと納税の推進
　様々な媒体を通じて茂原市の魅力を広くPRするとともに、魅力ある返礼品の拡充等に努め、
寄附金の増加を図る。

債務残高の圧縮
　債務残高の圧縮を図るため、近い将来の公債費を推計し、適正な債務残高とするための市
債発行額を管理していく。原則として、市債発行額（臨時財政対策債を除く）は元金償還額（臨
時財政対策債及び第三セクター等改革推進債を除く）の範囲内に抑制する。

債権回収の強化
　徴収業務に関する研修への参加による職員の知識向上及び意識高揚を図るとともに、他市
等の取組状況を調査し、債権管理一元化について協議を進める。

財政の動向

我が国経済は、賃上げ率が2年連続で5％を上回るなど、「デフレ・コストカット型経済」から、その先にある新たな「成長型経済」
に移行する段階まで来た。足元の景気は、米国の通商政策による影響が自動車産業を中心に見られるものの、緩やかに回復し
ている。しかし、潜在成長力は伸び悩み、賃金の伸びは物価上昇に追いつかず、食料品を中心とした物価上昇により、個人消
費は力強さを欠いている。

国は、こうした現状に対し、まずは、生活の安全保障・物価高への対応、危機管理投資・成長投資による「強い経済」の実現、
防衛力と外交力の強化を3つの柱とする「「強い経済」を実現する総合経済対策」を策定し、その効果を広く波及させていく方針
である。

国の令和8年度予算編成においては、重要政策課題に加え、「強い経済」の構築に向けた重要施策に対して必要な予算・税
制上の措置等を確実に講じ、予算等を重点化しつつ、歳出・歳入両面から改革を推進するとしている。また、既存経費等につい
ては、物価上昇に合わせた公的制度の点検も踏まえつつ、経済・物価動向等を適切に反映する。そして、国民生活の下支えや
経済成長に資すると期待される施策は大胆に重点化する一方で、効果が乏しい場合には見直すなど、広く国民に恩恵が行き
渡る予算編成を行うとしている。

令和8年度における茂原市の財政見通しについて、歳入においては、固定資産税のうち大手企業の設備の経年減価等による
償却資産の減等が見込まれるものの、企業の賃金改善による個人市民税所得割の増等が予想され、自主財源は増加の見込
みである。

歳出においては、内水対策関連事業の進捗に伴う事業費の減や、公債費の減等があるものの、増加傾向にある義務的経費
の扶助費や、長生郡市広域市町村圏組合への負担金の増、老朽化した公共施設等の維持管理等があり、厳しい財政状況が
続いている。

今後も、エネルギーや物資等の価格高騰への対応や近年頻発化する災害への備えに加え、 公共施設等の老朽化への対応
等、将来を見据えた財政需要が見込まれることから、事業経費の精査・適正化、債務残高の適切な管理、各種指標の改善等、
引き続き健全な財政運営が求められる。

公有財産の売却、有効活用
　利活用のない公有財産を民間へ売却または貸付し、有効活用することで、歳入の確保及び
公有財産に係る維持管理経費の縮減を図る。

財政方針

　令和7年度においては、令和6年度を初年度とする茂原市行財政改革推進指針第２次実施計画等を反映した予算編成を行っ
ている。
　「最少の経費で最大の効果を挙げる」という財政運営の基本理念に基づき、限られた財源を効率的に配分するよう「事業の選
択と集中」に努め、「子育て支援」や、内水対策関連事業をはじめとする市民の「安全・安心」につながる事業について、重点的
に予算の配分を行った。

財政力向上への主な取組



一　般　会　計（歳入） （単位：千円、％）

予　算　現　額 収　入　済　額 収　入　済　比　率

1 市 税 13,100,552 12,749,585 97.32

2 地 方 譲 与 税 313,783 313,872 100.03

3 利 子 割 交 付 金 20,702 20,453 98.80

4 配 当 割 交 付 金 118,337 111,247 94.01

5 株式等譲渡所得割交付金 112,000 184,694 164.91

6 法 人 事 業 税 交 付 金 212,000 216,286 102.02

7 地 方 消 費 税 交 付 金 2,380,895 2,380,938 100.00

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 47,000 49,479 105.27

9 自 動 車 取 得 税 交 付 金 1 0 0.00

10 環 境 性 能 割 交 付 金 71,000 61,380 86.45

11 地 方 特 例 交 付 金 72,001 69,216 96.13

12 地 方 交 付 税 5,246,676 5,362,657 102.21

13 交通安全対策特別交付金 10,000 10,096 100.96

14 分 担 金 及 び 負 担 金 152,352 112,731 73.99

15 使 用 料 及 び 手 数 料 379,526 380,313 100.21

16 国 庫 支 出 金 7,053,370 6,727,708 95.38

17 県 支 出 金 2,764,867 1,313,999 47.52

18 財 産 収 入 63,979 38,935 60.86

19 寄 附 金 253,370 155,407 61.34

20 繰 入 金 1,466,690 1,461,829 99.67

21 繰 越 金 345,472 422,441 122.28

22 諸 収 入 1,241,905 1,005,099 80.93

23 市 債 1,660,800 503,900 30.34

37,087,278 33,652,265 90.74

科　　　　　目

合　　　　　　　　　　　　　　　計



一　般　会　計

（歳出） （単位：千円、％）

予　算　現　額 支　出　済　額 支　出　済　比　率

1 議 会 費 273,210 262,496 96.08

2 総 務 費 4,395,245 3,706,476 84.33

3 民 生 費 16,028,868 14,623,852 91.23

4 衛 生 費 3,115,663 2,953,849 94.81

5 農 林 水 産 業 費 697,276 506,129 72.59

6 商 工 費 705,337 617,286 87.52

7 土 木 費 3,494,573 2,381,197 68.14

8 消 防 費 1,612,074 1,612,074 100.00

9 教 育 費 3,124,127 2,614,220 83.68

10 災 害 復 旧 費 1 0 0.00

11 公 債 費 3,600,135 3,584,734 99.57

12 予 備 費 40,769 0 0.00

37,087,278 32,862,313 88.61

科　　　　　目

合　　　　　　　　　　　　　　　計



公 営 企 業 会 計

（単位：千円、％）

収益的
収入 1,393,795

収益的
支出 1,374,685

資本的
収入 2,758,035

資本的
支出 3,520,781

収益的
収入 436,288

収益的
支出 428,193

資本的
収入 433,209

資本的
支出 513,604 40.39

農 業 集 落 排 水 事 業

191,367 43.86

116,276 27.16

146,709 33.87

207,442

2,506,002

30.20

76.232,102,561

415,150

71.18

会　　　　計　　　　名 区　分 予　算　現　額

収　入 支　出

収入済額 収入済比率 支出済額 支出済比率

下 水 道 事 業

918,952 65.93



税　負　担　の　状　況

　　　　　　（単位：円）

１　　人　　当　　た　　り

１　　世　　帯　　当　　た　　り

65,806

131,678

67,195

134,457

7,958

15,923

5,499

11,003

4,026

8,056

150,484

301,117

人　口 84,724 人

世帯数 42,341 世帯

　　（令和8年3月31日現在）

合　　　　　　　　　　計 12,749,585,187

市 た ば こ 税 674,183,065

都 市 計 画 税 465,868,274

そ の 他 の 税 341,123,547

税　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額

市 民 税 5,575,374,942

固 定 資 産 税 5,693,035,359



特　別　会　計

（単位：千円、％）

合　　　　　　　　　　　　計 20,628,166
19,440,203 94.24

18,502,576 89.70

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 費 1,719,377
1,796,806 104.50

1,677,622 97.57

介 護 保 険 事 業 費 8,970,460
8,813,261 98.25

8,041,661 89.65

駐 車 場 事 業 費 44,726
25,476 56.96

38,876 86.92

国 民 健 康 保 険 事 業 費 9,893,603
8,804,660 88.99

8,744,417 88.38

会　　　　計　　　　名 予　算　現　額

収　入　済　額 収　入　済　比　率

支　出　済　額 支　出　済　比　率



1,858,509 ㎡

218,457 ㎡

100 台

　　　　(単位：千円）

区 分 金 額 区 分 金 額

財 政 調 整 基 金 2,969,128 茂 原 市 民 会 館 等 建 設 基 金 129,626

減 債 基 金 176,289 森 林 環 境 整 備 基 金 32,355

福 祉 振 興 基 金 30,274
鈴 木 孝 行 青 少 年 健 全 育 成
振 興 基 金 100,000

美 術 品 等 取 得 基 金 17,017 小　　　計 3,642,180

衛藤五郎音楽文化振興基金 78,670 国民健康保険財政調整基金 1,255,769

学 校 等 施 設 建 設 改 修 基 金 65,008 介 護 給 付 費 準 備 基 金 510,129

国 際 交 流 基 金 13,508 小　　　計 1,765,898

ふるさと茂原まちづくり応援基金 30,305 下 水 道 事 業 基 金 78,275

合　　　計 5,486,353

積　立　金　の　状　況

財　産　に　関　す　る　調　書

区　　　　　　　　　　　　分 数　　　　　　　　　　　　量

土　　　　　　　　　　　　地

建　　　　　　　　　　　　物

車　　　　　　　　　　　　両



出　資　金　の　状　況

　　　　　（単位：千円）

名　　　　　　　　称 金　　　　　額 名　　　　　　　　称 金　　　　　額

千 葉 県 農 業 信 用 基 金 協 会 4,480 千 葉 県 建 設 技 術 セ ン タ ー 2,300

千 葉 県 信 用 保 証 協 会 19,181 千 葉 県 動 物 保 護 管 理 協 会 935

九 十 九 里 地 域 水 道 企 業 団 4,793,256 千 葉 県 教 育 振 興 財 団 4,019

千 葉 県 文 化 振 興 財 団 1,446
千 葉 園 芸 プ ラ ス チ ッ ク
加 工 株 式 会 社 100

株 式 会 社 ベ イ エ フ エ ム 650 社 団 法 人 千 葉 県 畜 産 協 会 130

ち ば 国 際 コ ン ベ ン シ ョ ン
ビ ュ ー ロ ー 3,500 地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 5,200

千葉県暴力団追放県民会議 3,039 小　　　計 4,840,143

千 葉 ヘ ル ス 財 団 1,907
公 益 財 団 法 人
千 葉 県 下 水 道 公 社 3,000

合　　　計 4,843,143

　　　　　（単位：千円）

区分 令和7年9月末現在高 令和7年度下半期増減額 令和8年3月末現在高

茂 原 市 奨 学 資 金 貸 付 金 106,629 △ 13,263 93,366

交 通 遺 児 及 び 母 子 家 庭 等
奨 学 資 金 貸 付 金 6,556 △ 298 6,258

水 洗 便 所 改 造 資 金 貸 付 金 0 0 0

合　　　計 113,185 △ 13,561 99,624

債　権　の　状　況



　　　　(単位：千円）

区 分

総 務 債

民 生 債

衛 生 債

農 林 水 産 業 債

商 工 債

土 木 債

教 育 債

災 害 復 旧 債

減 収 補 て ん 債

減 税 補 て ん 債

臨 時 財 政 対 策 債

小　　　　　　　　　　　　計

下 水 道 事 業 債 （ 公 共 下 水 道 事 業 ）

下 水 道 事 業 債 （ 農 業 集 落 排 水 事 業 ）

小　　　　　　　　　　　　計

合　　　　　　　　　　　　計

　　　　　（単位：千円）

区 分

一 般 会 計

特 別 会 計

公 営 企 業 会 計

6,241,453

1,490,326

4,751,127

0

36,251,608

一　時　借　入　金　の　状　況

金 額

0

0

3,510

12,071,148

30,010,155

427,016

186,695

6,979,430

2,788,053

257,856

111,949

地　　方　　債　　現　　在　　高

金 額

6,841,060

223,409

120,029



（単位：千円）

公 営 企 業 会 計 0

合　　　　　　　　　　　　　　計 7,283,126

特 別 会 計 0

債 務 負 担 行 為 支 出 予 定 額

区　　　　　分 金　　　　　　　額

一 般 会 計 7,283,126


